
イ

ウ

ア

エ

シ

サ

オ

ケ コ

カ キ

ク

合計所得金額

に
と
ご
分
区

用
適
を
率
税

所得金額
－

所得控除額等

納 税 通 知 書（ １枚 目 ）の 見 方

課 税 明 細 書（ ２枚 目 ）の 見 方

課 税 明 細 書（ ３枚 目 ）の 見 方

個人市・府民税の公的年金からの差し引き（特別徴収）について（65歳以上の方）
■新たに公的年金から差し引かれる方

公的年金からの特別徴収が開始される年度は、公的年金等にかかる個人市・府民税額の２分の１に相当する額を普通徴収
（第１期・第２期）の方法で納めていただき、残りの税額を１０月・１２月・翌年２月に支給される公的年金から差し引きます。

納付方法
普 通 徴 収

１期（６月） ２期（８月） １０月 １２月 翌年２月

税年 額の１/４ 同左 税年 額の１/６ 同左 同左

特 別 徴 収（本徴収）

公的年金等の所得
に対する税額

■前年度に引き続き公的年金から差し引かれる方

納付方法
特 別 徴 収（仮徴収）

４月 ６月 ８月 １０月 １２月

前年度の年税額
の1/6 同左 同左

年税額から仮
徴収税額を控除
した残額の１/３

同左 同左

特 別 徴 収（本徴収）

公的年金等の所得
に対する税額

　令和４年度の公的年金等にかかる税額の２分の１に相当する額を３回に分けて、令和５年４月・６月・８月に支給される公的
年金から差し引きます（以下、「仮特別徴収」といいます。）。令和５年10月・12月・令和６年２月に差し引かれる税額は、令和
５年度の公的年金等にかかる個人市・府民税額から仮特別徴収された額を控除した残額となります。

　本通知で、公的年金から特別徴収する税額をお知らせしている方であっても、大阪市外に転出された場合や、特別徴収される
税額の変更などがあった場合は、特別徴収が行えなくなるため、改めて納付いただく税額等を記載した納税通知書を送付します。

　　【公的年金からの特別徴収が停止される事由】
　　　・年の途中に他市町村へ転出した場合（転出時期によって特別徴収を継続する場合があります）
　　　・公的年金の支給停止等により、公的年金からの特別徴収が行えなくなった場合
　　　・公的年金からの特別徴収税額に変更があった場合（変更時期によって特別徴収を継続する場合があります）
　　　　

■公的年金からの特別徴収の停止について

翌年２月

ク 所得控除額の内訳
　所得金額から差し引く所得控除額を記載しています。

ケ 課税標準額
　所得金額から、特別控除額・各種損失の繰越控除額・所得控除額を差
し引いた税額決定の基礎となる額（1,000円未満の端数切捨て）を記載し
ています。

コ 算出所得割額
　各課税標準額に応じた税率を乗じて算出した所得割額を記載しています。

オ 所得金額
　前年中（令和４年中）の各所得金額の内訳を記載しています。

カ 各種損失の繰越控除額

キ 扶養親族等や本人該当項目の内訳
　扶養親族等が該当する区分の内訳と人数および本人が該当する区分（＊）を
記載しています。

　なお、総合課税の所得金額「小計」欄から「退職」欄までの合計額が
「合計所得金額」です。

　平成31（令和元）・２・３年分の各種損失の繰越控除額を記載しています。

ア お問い合わせ先
　この通知書に関するお問い合わせ先の市税事務所を記載しています。
　お問い合わせの際は、「 イ 台帳番号」をお伝えください。
　なお、通知書送付直後は、お電話・窓口が大変混み合い、お待たせする
ことがございますが、ご了承願います。
イ 台帳番号
　お問い合わせの際に、必要となる番号です。

ウ この通知書で納める税額（普通徴収税額）の各納期の納付額及び納期限
　同封の納付書等により納付していただく各納期の税額を記載しています。
　必ず、納期限までに納付してください。
　給与や公的年金から差し引かれる（特別徴収）税額がある場合は、その
税額を除いて記載しています。

エ 公的年金から差し引く税額の徴収月・徴収額と差し引く公的年金の種類
　公的年金から差し引かれる（特別徴収）税額およびその公的年金の種類、
支払者、支払者の法人番号を記載しています。

給与所得がある方

公的年金等の所得がある方
（令和５年４月１日現在65歳以上の方のみ）

給与・公的年金等以外の所得がある方等

毎月の給与から差し引きされる税額を⑫欄に記載しています。

公的年金から差し引きされる税額を⑬欄に記載しています。

この納税通知書に基づき、納付書または口座振替・自動払込により納付
していただく税額を⑭欄に記載しています。

サ 市民税・府民税額の内訳
　令和５年度の税額（総額）を「年税額⑪」欄に記載しています。
シ 市民税・府民税の徴収方法とその徴収税額
　年税額について、徴収（納付）方法別の税額を記載しています。
　なお、所得の種類により徴収（納付）方法が異なりますが、徴収（納付）方法の違いにより税額（総額）が増減することはありません。

所得の種類 徴収（納付）方法


